
平成２３年度税制改正（地方税）要望事項 

（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ９ 府 省 庁 名 内閣府          

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  事業税（外形） 不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（都市計画税）

要望 

項目名 
ＰＦＩ法に規定する選定事業者が取得する一定の公共施設等に係る特例措置の拡充 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

ＰＦＩ法※第２条第５項に規定する選定事業者が、同法第10条第１項に規定する事業計画又は協定に従

って実施する同法第２条第４項に規定する選定事業により整備される公共施設等のうち、ＰＦＩ法改正に

より新たに対象となる公共施設等。 ※民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律

・特例措置の内容 

現在、サービス購入型かつＢＯＴ方式の選定事業（ＰＦＩ法第２条第３項第１号又は第２号に掲げる者

が法律の規定によりその事務又は事業として実施するものであることを当該者が証明したものに限る。）

により整備される公共施設等に係る固定資産税、都市計画税及び不動産取得税について、特例措置（サー

ビス購入型かつＢＯＴ方式の選定事業について課税標準を２分の１に減免）が認められているが、ＰＦＩ

法改正により新たに対象となる公共施設等（公的賃貸住宅、船舶・航空機・人工衛星等の移動施設等）に

ついても当該特例措置の対象とすること。 

 

関係条文 

ＰＦＩ法第２条第１項、同第２条第３項～第５項、同第１０条第１項、地方税法附則第１１条第１０項、

同附則第１５条第３０項、地方税法施行令附則第７条第１３項～第１４項、同附則第１１条第４０項～ 

第４１項、地方税法施行規則附則第３条の２の１１等 

減収 

見込額 
（初年度）    ０ （ ０ ）   （平年度）    ０ （ ０ ）  （単位：百万円） 

 

要望理由 

（１）政策目的 

新成長戦略において、「国、地方ともに財政状況が極めて厳しい中、必要な社会資本整備や既存施設

の維持管理・更新需要に最大限民間で対応していく必要がある」とされており、また2011年にＰＦＩ制

度の拡充を行うことにより、「ＰＦＩ事業規模について、2020年までの11年間で、少なくとも約10兆

円以上（民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する法律施行から2009年末までの11年間の

事業規模累計約4.7兆円の２倍以上）の拡大を目指す」とされている。 

民間資金等活用事業推進委員会「中間的とりまとめ」において、「ＰＦＩを活用する範囲が限定され

ることがないようにするため、船舶、人工衛星等の移動施設及び公的賃貸住宅をはじめとして、ＰＦＩ

施設の対象の見直しを行う」とされ、「事業に参加する民間企業が行政と同等の競争条件で事業遂行で

きるよう、税財政上の支援のあり方も含め、ＰＦＩ制度を見直していく必要がある」とされている。 

国土交通省成長戦略のうち、国際展開・官民連携分野の「従来型事業の拡大と新たな制度の構築」に

おいて、「事業に参加する民間企業が行政と同じ税制や補助金等の条件で事業遂行できる仕組みの導入」

とされている。 

 

（２）施策の必要性 

ＰＦＩは、本来公共が自ら行うべき事業をＰＦＩ事業者に実施させる手法であり、従来型の公共事業

との間で税のイコールフッティングが必要である。事業期間中にＰＦＩ事業者が事業用資産を所有する

か否かにより税負担が異なっているため、ＰＦＩ事業の内容にかかわらず、事業期間中にＰＦＩ事業者

が事業用資産を所有しない方式が選択される場合がある。 

当該支援措置により、ＰＦＩ事業者の事業期間中における事業用資産の所有の有無が事業方式の選択

に与える影響を軽減し、より望ましい方式のＰＦＩの選択が可能となるので、ＰＦＩを強力に推進する

ため本施策が必要である。 

本要望に 

対応する 

縮減案 

 

― 
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政策体系におけ

る政策目的の位

置付け 

○政策分野 経済財政政策 

○政  策 経済財政政策の推進 

○施  策 民間資金等活用事業の推進（ＰＦＩ基本方針含む） 

 

政策の 

達成目標 

○ＰＦＩ事業規模について、2020 年までの11 年間で、少なくとも約10兆円以上（ＰＦＩ法施

行から2009年末までの11年間の事業規模累計約4.7兆円の２倍以上）の拡大【新成長戦略】 

○2020年までの次の11年間で、従来と比較して少なくとも２倍以上の事業規模の拡大【民間資

金等活用事業推進委員会「中間的とりまとめ」】 

税負担軽減措

置等の適用又

は延長期間 

平成27年３月末まで 

 

同上の期間中

の達成目標 

 

― 

合
理
性 

政策目標の 

達成状況 

99年末～09年末（11年間）のＰＦＩ事業規模（累計）は約4.7兆円と見込まれる。 

 

 

要望の措置の 

適用見込み 

 

― 

有

効

性 
要望の措置の 

効果見込み 

（手段としての

有効性） 

ＰＦＩ法改正により拡大される対象施設についても、従来の税制特例措置対象と同様に特例

措置の対象となるよう制度の拡充を行うことにより、拡大された対象施設におけるＰＦＩ整備

促進が図られる。 

当該要望項目 

以外の税制上の

支援措置 

コンセッション方式の導入に伴う償却方法の創設（事業権（仮称）の償却可能化）（要望中）

 

予算上の措置等

の要求内容 

及び金額 

新成長戦略に盛り込まれた、ＰＦＩ事業規模の今後11 年間での少なくとも約10 兆円以上へ

の拡大を推進するため、官民連携ファンド（ＰＰＰインフラファンド（仮称））を創設し、国が

呼び水としての資金を提供する。（152億円） 

 

上記の予算上

の措置等と 

要望項目との

関係 

 予算措置と税制措置が車の両輪として動くことにより、優良なＰＦＩ事業が創生され、財政

負担の軽減に資する。 

相

当

性 

要望の措置の 

妥当性 

ＰＦＩ法改正により拡大される対象施設についても、既存の税制特例措置の対象となるよう

制度の拡充を行うことは、拡大された対象施設におけるＰＦＩ整備促進を図るため、的確かつ

適切。 
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税負担軽減措置等の 

適用実績 

税制上の優遇措置を受けた施設は１１件。不動産取得税の減税額は446百万円、固定資産税・

都市計画税の減税額は451百万円（「固定資産税の概要調書」より）。 

 

税負担軽減措置等の

適用による効果（手段

としての有効性） 

ＰＦＩ法改正により拡大される対象施設についても、既存の税制特例措置の対象となるよう

制度の拡充を行うことにより、拡大された対象施設におけるＰＦＩ整備促進が図られる。 

前回要望時の 

達成目標 

 国、地方公共団体が、税の影響を考慮せずＢＯＴ方式を選択できるようにすること（本措置

は上記環境づくりが目的であり、例えばＢＯＴ方式で行われた事業件数といった定量的な目標

の設定は困難）。 

前回要望時からの 

達成度及び目標に 

達していない場合の

理由 

 国、地方公共団体が、税の影響を考慮せずＢＯＴ方式を選択できる環境が一定程度実現され

た。 

 

 

 

これまでの要望経緯 

 平成１２年度要望として、総理府から、不動産取得税、固定資産税、都市計画税及び事業所

税の特例措置。平成１５年度、１６年度、１７年度、２２年度要望として、不動産取得税、固

定資産税及び都市計画税の非課税措置。 
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